	環境装置製造業


環境装置の受注は、主たる需要先である官公需要の不振により低調に推移したが、これまで延期されてきたごみ処理装置の更新需要が戻りつつあることなどから、22年後半から回復基調にある。
今後、短期的には、東日本大震災の影響が府内中小企業に広がってくることが懸念される。中長期的には、従来型の製品について内需の伸びが期待しにくい中で、リサイクルなど関連分野における新製品開発とアジアを中心とした外需の取り込みが重要である。
製品・業界の概要
環境装置は、大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・悪臭・騒音・振動などの公害の防止、抑制や浄化を行う装置の総称である。日本産業機械工業会では、大気汚染防止装置、水質汚濁防止装置、ごみ処理装置、騒音振動防止装置の４機種を環境装置の範囲としている。

環境装置は、受注生産が中心であり、各受注先によって使用目的は使用環境が異なるため製品も多種多様である。受注は、内需が中心であり、官公需の割合が高いことが特徴である。

業界は、処理施設を一括して受注するプラントメーカーと、個々の環境装置を製造する装置メーカーに分かれる。プラントメーカーは大企業であるが、装置メーカーは大企業だけでなく、特定の機種に特化した中小企業が多い。また、主として環境装置を製造する専業メーカーだけでなく、各種産業機械を製造する中で環境装置も取り扱う兼業メーカーが多いことが特徴である。
　大阪の地位

　平成21年の大阪府における「環境装置（化学的処理を行うもの）製造業」の産出事業所数は20、製造品出荷額等は72億円であり、全国に占める割合は、それぞれ12.8％、9.9％である（経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上）。大阪府は、製造品出荷額等で広島県、兵庫県に次ぐ第３位である。
　日本産業機械工業会環境装置部会に所属する大阪府内企業立地をみると、大阪市内の臨海部から淀川区、西区などに多い。
受注は22年後半から回復基調
受注は、平成19年をピークに減少傾向にあり、リーマンショックの翌年である21年には前年比33％減と大幅な落ち込みを示した。22年においても前半は同2桁減が続いたが、７～９月期以降は前年同期減少の反動増から２桁増となり、回復基調にある。ただし、落ち込みに比べると戻り幅は小さく、一昨年の水準には達していない。
受注先別みると、需要の大半を占める官公需要が22年４～６月期以降、前年同期比プラスで推移していることが回復を牽引している。官公需要については、ダイオキシン問題への対応を迫られた13年頃にごみ処理装置に対して特需があったが、それが一巡してからは低調であった。さらに、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）による１人当たりのごみ発生量の減少に加え、自治体の財政難等の問題もあり、設備更新を遅らせることが多かった。しかし、老朽化が進んだ設備が多くなってきたことにより、このところ更新需要が戻りつつある。
民需では、製造業向けが回復基調にあるのに対して、非製造業向けは減少が続いている。ただし、23年２月には、排煙脱硫装置の電力向けの大口受注があったことにより非製造業向けが急増した。

回復基調にある製造業の中でも業種により、回復度合いに差が生じている。食品や医薬品向けは伸びているが、化学向けは不調である。化学向けが不調な背景には、一部に安価な中国製品が流入していることがある。土木関連の機械部品の受注についても受注が戻ってきているが、最終製品の仕向け地はアジアの日系工場など海外というケースが多い。
一方、海外需要については22年後半以降、堅調な動きを示している。大手企業は欧米やアジア向けのプラント輸出を行っている。中小企業では、直接輸出するケースは多くないが、海外事業を受注した国内プラントメーカーから、構成機器を受注するという形で間接的に輸出しているケースは少なくない。ただし、近年、韓国のプラントメーカーの躍進により、そうした受注も減っているという声も聞かれた。直接輸出を行っている企業では、ドイツ製品との競合からユーロ安の局面で価格競争力が低下した。

収益は悪化

官公需は、競争入札により受注単価が低下しており、民需についても安価な中国製品が流入する分野では製品価格が低下している。外需についても円高により価格競争力の低下に対応するため、値引きを行わざるを得ないことも多い。その一方で、原材料となる鋼材価格などが上昇しており、収益は悪化している。レアメタルを使用する企業では、価格の上昇だけでなく、納品が遅れるなどの問題が生じており、供給面の不安を感じている。

独自技術に基づき他社との競合がない製品を製造販売する企業では、製造原価に占める原材料比率が低いことに加えて、原材料価格の上昇を製品価格に転嫁できており、収益は堅調に推移している。
資金繰りについては、売上げが堅調に推移している企業では問題ないとしているが、売上げが戻りつつあるものの、まだ水準的には低いという企業はやや窮屈な状況である。

設備投資、採用には消極的
生産設備投資は積極的に行なわれていないが、近隣の物件を平成22年に取得し、倉庫としている企業がみられた。

環境装置の設計・製造には技術・技能を要するため、リーマンショック後の需要の落ち込みの際にも従業員を解雇することはなかった。このため、需要の回復過程でも新たな採用をすることはないという企業が多く、欠員を補充する程度である。ただし、従業員が高齢化しているため、若年者を雇用したいという企業がみられた。

リサイクル分野への進出の動き

公害防止やごみ処理のための環境装置は、成熟した業界であるが、リサイクル関連事業の需要は堅調である。家電エコポイントや地上デジタル化放送への移行を追い風にブラウン管テレビから薄型テレビへの買い替えが急増したことや、省電力のエアコンへの買い替えが進んだことなどから、廃家電処理に用いられる機器に対する受注は好調である。
リサイクル分野への進出に際して、異業種交流や産学連携によって新製品を開発する動きがみられる。大気汚染防止装置などを製造する企業では、薬品などの異業種企業や大学と連携し、土壌改良で有効活用されなかった鉄粉を再度利用するために回収する装置を開発した。同社では、この技術を活かして、金属のリサイクルを推進する機器の開発を継続している。
別の企業でも、保有特許技術を活かした製品開発を中国に販路を保有する東京の同業者と連携して進めている。
震災の影響は不透明
東日本大地震の影響については、現在のところ不透明である。業界全体としては、主な生産拠点は、一部関東に立地しているものの、多くは近畿地方や中国地方に立地することから、震災の直接的影響は限定的である。
府内の中小企業については、環境装置は定常的な受注というより単発の受注が多く、また、受注先が関西に多いこともあり、現在のところ受注の減少といった影響はあまりみられない。ただし、東北地方からの受注先から受注が見込まれた案件が震災でストップするなど売上げの減少が表面化している企業も一部にはみられる。
部材の調達についても現在のところ、大きな問題は生じていない。
今後の見通し
日本産業機械工業会によると、平成23年度の受注は、１割程度の増加を見込んでいる（機種別受注見通し「その他」分で、業務用洗濯機など環境装置以外も含む）。これは、延期されてきた都市ごみ処理装置の新設計画等の進捗による発注量の回復や、中国を中心としたアジアの主要都市部での都市ごみ処理装置の需要増を期待するものである。この見通しは、東日本大震災前であり、短期的には、震災により引き合いがストップするなど売上げにマイナスの動きが一部で出始めており、今後府内中小企業にどの程度の影響を与えるか不透明である。
一方、中長期的には、人口減少やリサイクル等の進展に伴い、主な製品分野であるごみ処理装置の受注が伸び悩むなど従来からの製品については内需の増加は期待しにくい。新製品開発による需要創出と、アジアを中心とした海外需要をいかに取り込むかが重要である。
（町田　光弘）
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金額 全国シェア 事業所数 全国シェア

広島 21,452 29.7 4 2.6

兵庫 19,059 26.4 15 9.6

大阪 7,157 9.9 20 12.8

神奈川 5,464 7.6 21 13.5

東京 3,912 5.4 10 6.4

全国

72,167 100.0

156

100.0

資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注） 金額が秘匿の県を除く上位５県。従業者４人以上の統計。

産出事業所数 製造品出荷額等

表１　環境装置（化学的処理を行うもの）製造業の概要（平成21 年）
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大気汚染

防止

水質汚濁

防止

ごみ処理

騒音振動

防止

製造業 非製造業官公需要海外需要

 平成17年   685,630 -12.6 83,014

308,796 292,094 1,726 74,097 46,645

494,928

69,960

18年 691,435 0.8 83,747

256,496 349,045 2,147 100,645 67,640

478,506

44,644

19年 780,991 13.0 79,490

281,772 416,475 3,254 103,020 62,287

548,499

67,185

20年 700,196 -10.3 87,778

258,573 351,904 1,941 90,799 54,671

522,660

32,066

21年 468,191 -33.1

49,915 181,786 234,221 2,269 48,905 33,090

366,881

19,315

22年 490,463 4.8 50,205

215,252 222,604 2,402 57,460 29,152

378,382

25,469

21年　１～３月157,528 -40.5 9,619

55,759 91,448 702 13,067 5,303

129,352

9,806

４～６月106,165 -0.3 16,763

20,788 68,141 473 13,410 13,482

71,784

7,489

７～９月113,981 -28.1 13,453

53,394 46,583 551 12,457 9,283

92,671

-430

10～12月 90,517 -46.9 10,080

51,845 28,049 543 9,971 5,022

73,074

2,450

22年　１～３月139,682 -11.3 14,119

66,452 58,051 1,060 20,323 10,592

104,252

4,515

４～６月 93,386 -12.0 9,819

28,752 54,416 399 11,985 6,284

85,923

-10,806

７～９月137,077 20.3 17,666

63,693 55,199 519 13,015 7,448

99,794

16,820

10～12月120,318 32.9 8,601

56,355 54,938 424 12,137 4,828

88,413

14,940

23年　１月 18,181 -20.1 3,039

10,327 4,602 213 4,023 2,046

11,094

1,018

２月 39,816 31.9 14,233

20,479 5,002 102 4,524 12,391

20,862

2,039

資料：社団法人日本産業機械工業会「環境装置受注状況」

（注） 大気汚染防止装置は「集じん装置、重・軽油脱硫装置、排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、排ガス処理装置、関連機

器」。水質汚濁防止装置は「産業排水処理装置、下水汚水処理装置、し尿処理装置、汚泥処理装置、海洋汚染防止装置、

関連機器」。ごみ処理装置は「都市ごみ処理装置、事業系廃棄物処理装置、関連機器」。騒音振動防止装置は「騒音防止

装置、振動防止装置、関連機器」を範囲としている。

表２　環境装置の受注額の推移（全国）

装置別 受注先別

総計 前年比
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